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　県の行政課題の中には、２つ以上の常任委員
会の所管にわたる案件のほか、集中的な審査や
長期的な調査研究を要する重要な案件があるた
め、滋賀県では現在、４つの特別委員会を設置
し、審査や調査を行っています。�
　これらの委員会では、それぞれの重要課題に
ついて、県の関係部局から説明を受け、また、
必要に応じて現地調査を行うなど、専門的な調
査研究を行い、委員会の調査が県の総合的な施
策に反映できるよう努めています。�
　なお、例年、決算認定時には、決算特別委員
会が設置されます。さらに、２月定例会におい
ては、当初予算を集中的に審議するために、予
算特別委員会が設置されました。�

　本委員会は、農林水産業、製造業および商業の活
性化、新産業の育成、ＩＴや交通網の基盤整備、雇用
の安定と創出に関する調査研究を行っています。�
　平成１６年度は、経済活動の足腰である交通網の
基盤整備について、中でも本県の経済活動に大きな
影響をもたらしている交通渋滞に注目し、本県の道
路の整備状況、人の動き、新しい交通システムにつ
いて調査研究を進めてきました。�
　また、「食の安全・安心」について、食品の安全
性に関するリスクコミュニケーション、食品等の試
験検査の現況、生鮮
食品の表示制度、国
における輸入品の検
査状況、さらには本
県における食育の取
り組み状況について
調査しました。�

　本委員会は、自然環境の保全、環境に対する負荷
を低減していく循環型社会の構築や新エネルギーの
普及促進、環境学習の推進などに関する調査研究を
行っています。�
　平成１６年度は、大量生産・大量消費型社会の進
行による天然資源の枯渇や地球温暖化、廃棄物の増
加などに対処するため、環境への負荷の少ない循環
を基調とした社会経済システムの構築に向けた調査
研究に取り組みました。循環型社会の構築のための
方策について参考人
から意見聴取を行う
とともに、リサイク
ル諸制度の運用状況
や、県内企業のゼロ
エミッションの取り
組み状況について調
査しました。�
�

　本委員会は、少子化対策、高齢社会対策、青少年
の健全育成および男女共同参画社会の推進について
調査研究を行っています。�
　平成１６年度は、急速に進行する少子化の現状を
踏まえ、次の世代を担う子どもたちが夢や希望を抱
きながら心身ともに健やかに育っていけるよう、県
が策定した次世代育成支援行動計画への提言や、若
者の自立と就労支援、非行少年等の立ち直り支援等
について調査を行いました。また、平成１７年２月
定例会には政府と国会に対し、社会保障給付全体に
おける子ども・家族関係給付の見直しを行うこと等
を盛り込んだ「次世代
育成支援対策の一層の
充実を求める意見書」
を委員全員で提出する
など積極的な取り組み
を行いました。�
�

　本委員会は、行財政改革、地方税財源対策および
市町村合併対策を中心に調査研究を行っています。�
　平成１６年度は、県政における喫緊の課題である
財政問題に重点を置き、地方分権や行財政改革の面
から調査研究を進めてきました。さらなる行財政改
革の断行が求められる中、「財政危機回避のための
改革プログラム」や公の施設の見直し等について調
査したほか、県と市町のパートナーシップについて
は市町関係者を参考人として招致して意見を聴取し、
行財政改革のあり方について様々な議論を展開しま
した。今後も、県
民が希望を持てる
ような地域主権の
確立を目指した行
財政運営について
調査研究を進めて
いきます。�
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２月定例会で審議した主な議案

（議員提出）
会第１号
会第２号
会第３号

会第４号

（知事提出）
議第１号～
議第17号
議第18号～
議第21号
議第22号～
議第52号
議第53号～
議第59号
議第60号～
議第75号
議第76号～
議第84号
議第85号～
議第86号
議第87号～
議第88号
議第89号

知事の専決処分事項につき議決を求めることについて
滋賀県議会会議規則の一部を改正する規則案
滋賀県議会議員の選挙区の特例に関する条例の一部を改正
する条例案
滋賀県行政に係る基本的な計画の策定等を議会の議決事件
として定める条例案

平成17年度滋賀県一般会計予算ほか16件

滋賀県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例案ほか
３件
滋賀県職員定数条例の一部を改正する条例案ほか30件

契約の締結につき議決を求めることについて（琵琶湖流域下
水道湖南中部日野第二幹線西横関工区管渠工事）ほか６件
平成16年度滋賀県一般会計補正予算（第５号）ほか15件

契約の締結につき議決を求めることについて（国道303号
補助道路改築（橋梁）工事）ほか８件
平成16年度滋賀県一般会計補正予算（第６号）ほか１件

滋賀県教育委員会委員（金子孝吉氏、山本進一氏）の任命
につき同意を求めることについて
滋賀県収用委員会予備委員（志賀文昭氏）の任命につき同
意を求めることについて

議案番号 件　　　　　　　名 結果

可決
可決
可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

同意

同意

●議員の辞職
２月６日付けで、石田幸雄議員（自由民主党・湖翔クラブ）が、また、２月20日付
けで、西沢久夫議員（県民ネットワーク）が辞職されました。

●特別委員会副委員長の選出等
２月22日付けで、沢田享子議員（県民ネットワーク）が地方分権推進対策特別委員
会副委員長に選出されました。
また、同日付けで中沢啓子議員（県民ネットワーク）の常任委員会の所属が総務・
政策常任委員会から環境・農水常任委員会に変更になるとともに、議会運営委員会委
員に、滝一郎議員（自由民主党・湖翔クラブ）および徳永久志議員（県民ネットワー
ク）が選任されました。

議 会 の お 知 ら せ

0あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律ならびに関係法令の遵
守に関することについて
0学習指導要領の目標に最もかなう中学校歴史・公民教科書の採択について

採　択　し　た　請　願

意見書番号 件　　　　　　　名 結果

２月定例会で審議した意見書

第１号 ブラックバスおよびブルーギルを特定外来生物に指定することを求め
る意見書案

可決

第４号 ＩＬＯ第175号条約およびＩＬＯ第111号条約の早期批准を求める意見
書案

可決

（要旨）ブラックバスやブルーギルの大繁殖は、生態系に深刻な状況を与え、全国の内水面漁
業にも甚大な被害を及ぼしている。よって、特定外来生物による生態系等に係る被害の防止
に関する法律において、ブラックバスおよびブルーギルを特定外来生物として指定した上で、
これらの徹底的な駆除を全国の水域で推進されるよう、政府・国会に強く要望する。

第５号 社会保障制度の抜本改革を求める意見書案

否決

（要旨）公的年金制度は国民の高齢期の生活を支える重要な社会保障制度であるが、国民年金
の未加入、未納が発生するなどの問題も残されており、社会保障全体の抜本的改革が必要で
ある。よって、社会保障制度全般の一体的見直しを早急に実施されるよう、政府・国会に強
く要望する。

第６号 地方バス生活路線の確保を求める意見書案 可決
（要旨）生活バス路線の縮小、撤退は交通弱者に多大な影響を与えることから、下記事項につ
いて特段の配慮をされるよう、政府・国会に強く要望する。
１．生活路線確保のための自治体の取り組みに必要となる地方財源について、これに見合っ
た安定的な地方税財源の確保を図ること

２．広域的、幹線的なバス路線に対する支援について、国庫補助の充実を図るとともに、要
件や運用について、地域の実態を踏まえ弾力的に対応すること

第７号 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律ならびに
関係法令の遵守と違反者取り締まりの徹底強化に関する意見書案

可決

第８号 次世代育成支援対策の一層の充実を求める意見書案 可決
（要旨）急速な少子化の進行が、我が国の社会経済、子どもの豊かな育ちに深刻な影響を及ぼ
すことが懸念されている。よって、子ども関係施策の質、量の転換を図るなどの抜本的な対
策を講じるとともに、次世代育成支援行動計画に基づき地方自治体や事業主等が実施する地
域における多様な子育て支援や働き方に関する施策などについて、一層の充実が図られるよ
う必要な財源措置を、政府・国会に強く要望する。

第２号 定率減税の廃止、縮小を中止することを求める意見書案 否決
第３号 「子どもの権利条約」に基づいた子供の権利保障を求める意見書案 否決

（要旨）近年、一部ではあん摩等が無資格者により行われており、また、視覚障害者の中には
あん摩マッサージ指圧業等に従事している者もおり、無資格者に押されて就労が困難になっ
ている。無資格者の取り締まりを徹底強化し、あん摩マッサージ指圧業等の健全な発展と視
覚障害者の就労の場を確保するため、法整備を含めた運用基準の明確化と適正化対策に取り
組まれるよう、政府・国会に強く要望する。


